


























































































































































































45,700 2,120 155,508 ＜220％ ＜20％ ＜25％ ＞110％ 
タウランガ・シティ 116,400 168 416,655 ＜250％ ＜20％ － ＞110％ 
オポティキ・ディス
トリクト 
8,710 3,098 5,436 ＜120％ ＜10％ ＜15％ － 
ファカタネ・ディス
トリクト 
34,400 4,441 47,445 ＜150％ ＜15％ － ＞110％ 
ロトルア・ディスト
リクト 
68,700 2,614 150,975 ＜180％ ＜15％ ＜20％ － 
カウェラウ・ディス
トリクト２６ 























































純 利 息 負














＜250％ ＜20％ ＜30％ ＞110％ 








 ニュージーランド地方自治体財政機構（New Zealand Local 
Government Funding Agency Ltd.：ＬＧＦＡ）は、2011 年地方自
治体借入法（Local Government Borrowing Act 2011）により 2011
年 12 月１日に設立された。ＬＧＦＡには 2013 年３月現在で 30 の
地方自治体と国が出資している２８。出資割合は 2012 年６月末現
















表 3 ＬＧＦＡにおける貸付誓約（Financial covenant） 
純債務／ 
総収益 
純 利 息 負 担
／ 
総収益 




＜175％ ＜20％ ＜25％ ＞110％ 
＜250％ ＜20％ ＜30％ ＞110％ 
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注 
１ 自治体国際化協会『オーストラリアとニュージーランドの地
方自治』自治体国際化協会、2005 年、114 頁。 
２ 『同上書』115 頁。 
３ 『同上書』133 頁。 
４ 和田明子『ニュージーランドの公的部門改革 ‐New Public 
 24
                                                              
Management の検証‐』第一法規、2007 年、14 頁。 
５ 自治体国際化協会『前掲書』134 頁。 
６ 『同上書』137 頁。 
７ 和田『前掲書』14 頁。 
８ 改革を主導した時の財務大臣の名を取り「ロジャーノミック
ス」と呼ばれることもある。 
９ 和田『前掲書』19 頁。 
１０ ニュージーランドのＧＡＡＰは会計基準審査会
（Accounting Standards Review Board）という第三者機関に
よって認定された、政府・民間の両方に共通する会計基準で
ある（和田『前掲書』119 頁。）。 
１１ 自治体国際化協会『前掲書』145 頁。 
１２ 『同上書』146 頁。 
１３ 大森明「政府全体財務諸表の財政規律への活用可能性－イ
ギリス、オーストラリアおよびニュージーランドの取り組み















１８ 2002 年地方自治法§100。 
１９ 水田健輔「ニュージーランド政府の財政規律と管理－平時
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の財政・有事の財政－」『ニュージーランド・ノート 第 14
号』東北公益文科大学公益総合研究センターニュージーラン
ド研究所、2012 年、14 頁。 
２０ 2002 年地方自治法§101A。 
２１ 同法§102。 




２３ 「同上論文」15 頁。 
２４ 2002 年地方自治法§104。 
２５ 水田「前掲論文」15 頁。 
２６ 「2012 年６月 30 日の時点で、当自治体には実質的に対外債
務がない」としている（Kawerau District Council, Long Term 
Plan 2012-2022, 2012, p.11.）。このため、財政指標を設定
する必要がないと考えられる。 
２７ 青田良紀「第２章 地方自治制度の変革」『地方自治体ファ




２９ New Zealand Local Government Funding Agency Ltd., Annual 
Report 2011-2012, 2012, p.30. 
３０ New Zealand Local Government Funding Agency Ltd., 
http://www.lgfa.co.nz/（2013年３月18日アクセス） 
３１ 水田「前掲論文」16 頁。 
３２ 「同上論文」、16 頁。 
３３ 
http://www.lgfa.co.nz/Investors/Credit%20Worthiness.as
px （2013 年３月 20 日アクセス） 
３４ 青田良紀「第３章 地方自治体の資金調達」『地方自治体フ
ァイナンス』関西学院大学出版会、2010 年、48 頁。 
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３７ 石原「前掲書」148 頁。 
３８ 青田良紀「第２章 地方自治制度の変革」『地方自治体ファ
イナンス』関西学院大学出版会、2010 年、34 頁。 
３９ 大森「前掲論文」23 頁。 
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